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令和元年度事業報告 

 

Ⅰ 建築設備検査員及び昇降機等検査員の育成 

 

１ 国土交通大臣登録講習 

建築基準法施行規則第６条の６に基づき、建築設備検査員及び昇降機等検査員と

して必要な知識及び技能を修得させるため、国土交通大臣登録の「建築設備検査員

講習」及び「昇降機等検査員講習」を以下のとおり実施した。 

 

（１）令和元年度 建築設備検査員講習実施状況 

開催地 開催期日 会場名 受講者 合格者 聴講者 

東京１次 １０月２９日～１１月１日 砂防会館別館 ２６２名 １７４名 ２名 

東京２次 １１月１２日～１５日 大手町サンスカイルーム １５１名 １３０名 １名 

大  阪 １１月１２日～１５日 難波御堂筋ホール ２００名 １７６名 １名 

名 古 屋 １０月２９日～１１月１日 名古屋栄ビルディング １００名  ６９名 １名 

合    計 ７１３名 ５４９名 ５名 

 

（２）令和元年度 昇降機等検査員講習実施状況 

開催地 開催期日 会場名 受講者 合格者 聴講者 

東京１次 １０月 ８日～１１日 砂防会館別館 ３４７名 ２９２名 ０名 

東京２次 １２月 ３日～ ６日 砂防会館別館 ３４３名 ２１８名 １名 

大阪１次 １０月 ８日～１１日 難波御堂筋ホール ２７６名 ２２５名 １名 

大阪２次 １２月 ３日～ ６日 難波御堂筋ホール ２８０名 １６６名 ２名 

合    計 １,２４６名 ９０１名 ４名 

 

 

２ 法令等に係る情報提供 

 

（１）図書の頒布 

建築基準法に基づく建築設備、昇降機及び遊戯施設に関する以下に掲げる図

書を頒布した。 

１）図書の改訂 

① 東京都建築設備定期検査報告実務マニュアル２０１９年版 

② 建築設備設計・施工上の運用指針２０１９年版 

    ２）現行版の頒布 
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① 建築設備定期検査業務基準書２０１６年版 

② 換気・空調設備技術基準・同解説２００５年版 

③ 設備機器表示ガイド 

④ 建築設備・昇降機耐震診断基準及び改修指針１９９６年版 

⑤ 昇降機・遊戯施設定期検査業務基準書２０１７年版 

⑥「昇降機の適切な維持管理に関する指針」及び「エレベーター保守・点検

業務標準契約書」解説 

⑦ 昇降機技術基準の解説２０１６年版（追補版を含む） 

⑧ 改訂版 昇降機用語辞典 

⑨ 遊戯施設技術基準の解説２０１８年版 

 

（２）一般講習 

    建築設備、昇降機及び遊戯施設の維持管理、検査基準等に関する講習会を以

下のとおり開催した。 

    １）昇降機の適切な維持管理に関する指針及び地震対策に関する説明会 

     公共建築の営繕・管理部局を対象に、全国１０会場（札幌、秋田、宇都宮、

横浜、富山、神戸、松江、松山、長崎、熊本）で説明会を開催した（受講者：

４１０名）。 

２）遊戯施設の運行管理者・運転者等講習会 

運行管理者、運転者等を対象に、遊戯施設の安全性を確保するための講習

会を、東京及び大阪において平成３１年４月に開催した（受講者：２３７名）。 

３）東京都「建築設備定期検査のための実務講習会」 

東京都内において建築設備の定期検査を行う建築設備検査員等を対象に、

実務講習会を令和元年６月に開催した（受講者：３９８名）。 

 

 

３ その他の支援 

 

（１）建築設備優良検査者表彰制度 

建築設備の定期検査報告業務を行う地域法人との共催により、定期検査に携

わる７名の建築設備検査員等を優良検査者として令和元年１０月に表彰した。

表彰式終了後に受賞者の座談会を開催し、その内容を機関誌「建築設備＆昇降

機」に掲載した。 

 

（２）建築設備定期検査賠償責任保険 

建築設備検査員が安心して定期検査を実施できるよう、定期検査により発生
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した損害を賠償する保険制度を運用した。 

令和元年度加入件数 ５１件 

 

 

Ⅱ 認定・性能評価等 

 

１ 構造方法等の性能評価 

建築基準法第６８条の２５に基づく国土交通大臣指定性能評価機関として、構造

方法等の国土交通大臣認定のための審査に必要な性能評価業務を実施した。 

なお、超高層建築物等の時刻歴応答解析に係る性能評価業務については、国土交

通省から許可を受け、令和２年４月３０日に廃止することとしている。 

 

   令和元年度実績 

 受 付 完 了 

昇 降 機 ３３件 ２５件 

遊 戯 施 設 １件 １件 

 

２ 型式適合認定・型式部材等製造者認証 

建築基準法第６８条の２４に基づく国土交通大臣指定認定機関として、昇降機の

型式適合認定及び型式部材等製造者の認証の業務を実施した。 

 

令和元年度実績 

 受 付 完 了 

型式適合認定 ４件 ２件 

製造者認証 ０件 ２件 

 

３ 自主評価 

昇降機及び遊戯施設について、建築基準法令その他の技術基準への適合を評価す

る業務を実施した。 

 

   令和元年度実績 

 受 付 完 了 

昇 降 機 ６件 ６件 

遊 戯 施 設 ３件 ３件 
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 ４ 調査・研究 

 

（１）国土交通省 令和元年度住宅市場整備推進等事業「建築基準法・建築士法等

の円滑な執行体制の確保に関する事業」 

昇降機維持管理指針等の説明会の開催、エレベーターの型式適合認定制度の

活用及び電子制御プログラムの性能評価方法に係る検討を行った。報告書を令

和２年３月に国土交通省へ提出した。 

 

（２）国土交通省 令和元年度建築基準整備促進事業「遊戯施設の構造基準に係る

見直しの検討」 

新たな形態の遊戯施設の平成１２年建設省告示第１４１９号別表における

取り扱い及び客席部分の構造計算に係る基準の検討を行った。また、遊戯施設

に係わる関係者が参加する情報交流会を開催した。報告書を令和２年３月に国

土交通省へ提出した。 

 

（３）国土交通省 令和元年度建築基準整備促進事業「防火区画等を貫通する管の

構造に関する告示化の検討」 

防火区画等を貫通する管について、大臣認定実績を踏まえ一般的な基準（告

示）を定めるための検討を行った。報告書を令和２年３月に国土交通省へ提出

した。 

 

（４）（一社）建築性能基準推進協会「建築材料等に関するサンプル調査」 

一般社団法人建築性能基準推進協会からの委託を受け、国土交通大臣の認定

を受けたワイヤロープについて、大臣認定仕様への適合性を生産現場で検証す

る業務を実施した。報告書を令和２年２月に同協会へ提出した。 

 

 

５ 国等との連携・協力 

 

国土交通省の昇降機等事故調査部会、警視庁等に職員を派遣し昇降機及び遊戯

施設の事故調査に協力した。 

また、以下の団体に協力し業務を推進した。 

国土交通大学校、特別区職員研修所、公益財団法人建築技術教育普及センタ

ー、公益社団法人ロングライフビル推進協会、一般社団法人建築性能基準推

進協会、一般社団法人日本アミューズメント産業協会、一般社団法人日本エ

レベーター協会、日本ウォータースライド安全協会、等 
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Ⅲ 定期検査報告制度の推進 

 

１ 全国を対象とした定期検査報告制度の推進 

 

（１）「建築設備検査員等名簿」及び「昇降機等検査員等名簿」の公表 

建築設備検査員資格者証又は昇降機等検査員資格者証の交付を受けた者等

から名簿登載の申し込み（建築設備 1,036 名、昇降機 2,309 名）を受けて、令

和元年版「建築設備検査員等名簿」及び「昇降機等検査員等名簿」を作成しホ

ームページに掲載した。 

これらの名簿登載者には、定期検査時に使用する登載証を配付するとともに、

「建築基準法 建築設備関係法令集 電子版」の閲覧サービスを提供した。 

 

（２）定期検査報告業務を行う地域法人への支援 

定期検査報告業務を行う各地域法人と連携しつつその業務を支援するため、

以下の事業を実施した。 

１）「定期調査・検査報告関係団体連絡会議」の開催 

建築基準法第１２条第１項及び第３項に基づく定期調査・検査報告業務を

行う全国の地域法人が参加する定期調査・検査報告関係団体連絡会議を、一

般財団法人日本建築防災協会との共催により令和元年９月に開催した（出席

者：６１名）。 

２）地域法人職員向けの研修の実施 

   建築設備の定期検査報告業務を行う地域法人職員向けの研修会を令和元

年７月に開催した（出席者：８団体９名）。 

３）建築設備及び昇降機の定期検査報告済証等の頒布 

４）講習会等への講師の派遣 

  以下の団体主催の講習会に職員を講師として派遣した。 

一般財団法人にいがた住宅センター、一般財団法人埼玉県建築安全協会、

一般社団法人北関東ブロック昇降機等検査協議会、一般社団法人近畿ブ

ロック昇降機等検査協議会、公益財団法人佐賀県建設技術支援機構 

 

（３）機関誌「建築設備＆昇降機」の発行 

建築設備、昇降機及び遊戯施設の検査員、特定行政庁及びその他の関係団体

を対象として、機関誌「建築設備＆昇降機」の第１３９号から第１４４号を発

行（各号 5,850 部）した。 
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  （４）「昇降機の適切な維持管理に関する指針」の普及（再掲） 

昇降機の適切な維持管理に関する指針及び地震対策に関する説明会を各地

で開催し普及を推進した。 

 

  （５）「遊戯施設の安全性向上に係る情報交流会」の開催 

遊戯施設の安全性向上を目的として、遊戯施設の製造、所有、運営、維持管

理等に関わる関係者が参加する「遊戯施設の安全性向上に係る情報交流会」を

令和２年１月にグリーンランド（熊本県荒尾市）で開催し、安全性向上に向け

た意見交換を行った（参加者：１２５名）。 

 

２ 東京都における建築設備定期検査報告業務 

 

（１）東京都における建築設備定期検査報告書の受付 

東京都における建築基準法第１２条第３項に基づく建築設備（換気設備、排

煙設備、非常用の照明装置及び給排水設備）定期検査報告の対象建築物の台帳

整備、所有者・管理者への通知、報告書の受付、予備審査等を行った。 

 

令和元年度実績 

総報告件数 

(棟数) 

設備毎の内訳（設備数） 

換気設備 排煙設備 非常用の照明装置  給排水設備 

51,263 23,264 6,297 49,125 27,408 

 

 

（２）東京都建築設備定期検査報告実務マニュアルの改訂作業 

建築設備定期検査報告の実務の円滑化を図るため、東京都の定期調査・検査

報告行政連絡会の協力を得て、「東京都建築設備定期検査報告実務マニュアル

２０２０年版」発行に向けた改訂作業を行った。 

 

（３）建築設備定期検査イブニングセミナーの開催 

東京都において建築設備の定期検査を行う建築設備検査員等を対象に、セミ

ナー（テーマ「排煙設備設置基準及び構造基準について」）を令和元年８月に

開催した（参加者：２５名）。 
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Ⅳ 構造計算適合性判定 

建築基準法第１８条の２に基づく国土交通大臣指定構造計算適合性判定機関とし

て、高度な構造計算を要する一定規模以上の建築物等について、委任を受けた２０都

道県に係る構造計算適合性判定業務を実施した。 

なお、本業務は、国土交通省から許可を受けて令和２年３月３１日に休止（受付を

停止）した。 

 

令和元年度実績 

 受 付 完 了 

法 定 ２８６件３４２棟 ２８３件３３８棟    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


